
 

 

 

 

 

 

業務及び財産の状況に関する説明書 

【令和８年３月期】 

 

 

 

 

 

 この説明書は、金融商品取引法第４６条の４の規定に基づき、全ての営業所に

備え置いて公衆の縦覧に供するため、又はインターネット等で公表するために

作成したものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

播 陽 証 券 株 式 会 社 

 
（各店舗備置日：令和 8年 7月 31日から 1年間） 

 

 

令和 8年 7月 24日 



 

 

Ⅰ 当社の概況及び組織に関する事項  

 

１．商 号                        播陽証券株式会社 

 

２． 登 録 年 月 日               平成 19年 9月 30日 

  （登録番号）               （近畿財務局長（金商）第 29 号） 

 

３．沿革及び経営の組織 

(1) 会社の沿革 

年    月 沿        革 

昭和 37年 10月 

昭和 56年 8月 

平成 1年 7月 

平成 2年 6月 

平成 9年 11月 

平成 10年 12月 

平成 17年 3月 

平成 19年 9月 

会社設立(資本金 5,000,000円) 

龍野営業所設置 

姫路南支店設置 

明石支店設置 

(直近の)増資(資本金 112,112,500円) 

金融システム改革法による証券業みなし登録 

本店を移転、龍野営業所を龍野支店に名称変更 

金融商品取引法による金融商品取引業者みなし登録 

 

(2)  経営の組織 

取締役会（監査役）－担当役員－各部店 

現行部室店は、本店営業部、姫路南支店、明石支店、龍野支店、管理部、総務部、

監査室であります。 

 

４．株式の保有数の上位 10位までの株主の氏名又は名称並びにその株式の保有数及び総株

主等の議決権に占める当該株式に係る議決権の数の割合 

氏名又は名称 保有株式数 割合 

１．中塚 健 27,787株 16.71％ 

２．大森 敏朗 18,964株 11.40％ 

３．大森 信保 17,981株 10.81％ 

４．大森 隆啓 11,330株 6.81％ 

５．福田 和子 11,092株 6.67％ 

６．大和アセットマネジメント株式会社 6,500株 3.91％ 

７．広田証券株式会社 6,500株 3.91％ 

８．永川 仁秀 6,500株 3.91％ 

９．中塚 義規 5,906株 3.55％ 

１０．内藤証券株式会社 5,000株 3.00％ 

１０．個人 5,000株 3.00％ 

１０．個人 5,000株 3.00％ 

その他（ 23名 ） 38,665株 23.32％ 

計 35名 166,225株 100.0％ 



 

 

（注）一部の個人株主については、日本証券業協会の「業務及び財産の状況に関する説明

書類の公表に関する規則」に基づき、個人株主の氏名に代えて「個人」と記載しておりま

す。 

 

５．役員の氏名及び役職名 

役 職 名 氏   名 
代表権 

の有無 

常勤・非 

常勤の別 

取締役社長 大森 信保 有 常勤 

常務取締役 松井 茂 無 常勤 

取締役 村上 良 無 常勤 

監査役 木村 裕史 無 非常勤 

監査役 藤岡 昌平 無 非常勤 

以上 5名 

６．政令で定める使用人の氏名 

  (1) 金融商品取引業に関し、法令等（法令、法令に基づく行政官庁の処分又は定款そ

の他の規則をいう。）を遵守させるための指導に関する業務を統括する者（部長、

次長、課長その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、当該業務を統括する

者の権限を代行し得る地位にある者を含む。）の氏名 

氏   名 役  職  名 

      松井 茂                    常務取締役                

 

７．営んでいる業務の種類 

金融商品取引法 第 2条第 8 項 

第 1 号 有価証券の売買、市場デリバティブ取引又は外国市場デリバティブ取引 

第 2 号 有価証券の売買、市場デリバティブ取引又は外国市場デリバティブ取引の媒

介、取次ぎ又は代理 

第 3 号 取引所金融商品市場における有価証券の売買又は市場デリバティブ取引の委

託の媒介、取次ぎ又は代理並びに外国金融商品市場における有価証券の売買

又は外国市場デリバティブ取引の委託の媒介、取次ぎ又は代理 

第 9 号 有価証券の募集若しくは売出しの取扱い又は私募の取扱い 

第 16号 有価証券等管理業務 

第 17号 社債等の振替を行うために口座の開設を受けて社債等の振替を行うこと 

第 35条第 1 項に定める行為又は業務（付随業務） 

第 35条第 2 項第 7号 （その他内閣府令で定める業務）あっせん又は紹介業務 

 

 

 

 



 

 

８．本店その他の営業所の名称及び所在地 

名   称 所  在  地 

本 店 

姫路南支店 

明石支店 

龍野支店 

〒670-0925 兵庫県姫路市亀井町 53 

〒672-8051 兵庫県姫路市飾磨区清水 2-23 

〒673-0015 兵庫県明石市花園町 1-20 

〒679-4129 兵庫県たつの市龍野町堂本 227-1 

 

９．他に行っている事業の種類  

 なし 

 

10．苦情処理及び紛争解決の体制 

 特定非営利活動法人証券・金融商品あっせん相談センター（「FINMAC」という。）との間

で特定第一種金融商品取引業務に係る手続実施基本契約を締結 

 

11．加入している金融商品取引業協会 

日本証券業協会 

 

12．加入している金融商品取引所 

なし 

 

13．加入している投資者保護基金 

「日本投資者保護基金」 

 

Ⅱ 業務の状況に関する事項 

１．当期の業務概要 

 

(決算の概要) 

国内株式市場では、AI ブームと円安基調を追い風に買いが優勢となり、企業業績の改善

が確認され、日経平均は 5万円の大台を突破しました。3月には中東情勢の緊張などから大

幅安を見せましたが、期末は 51,063円で終え、力強い堅調な 1年となりました。 

東証プライム売買代金（通期）で 1,635 兆円となり、当社では株式委託手数料が 741 百

万円（129.6％）、受入手数料が 868百万円（122.7％）となりました。 

販管費は 701 百万円（104.7％）、経常利益は 259 百万円（240.2％）となり、純利益は

170百万円（291.2％）となりました。 

 

 

 



 

 

（業務の状況） 

受入手数料では、 

株式委託手数料は 741百万円（129.6％）となりました。 

投信販売手数料は 62百万円（88.9％）となりました。 

 

２．業務の状況を示す指標 

(1) 経営成績等の推移（単位：百万円） 

 

 令和 8 年 3 月期 令和 7 年 3 月期 令和 6 年 3 月期 

資本金 112 112 112 

発行済株式総数 166,225 166,225 166,225 

営業収益 995 811 883 

(受入手数料) 868 707 784 

((委託手数料)) 750 588 651 

((引受け・売出し手数料)) 0 0 0 

((募集・売出し取扱手数料)) 63 70 88 

((その他の受入手数料)) 54 48 44 

(トレーディング損益) 65 46 46 

((株券等)) 65 45 44 

((債券等)) 0 0 2 

((その他)) 0 0 0 

純営業収益 958 775 848 

経常損益 259 107 218 

当期純損益 170 58 146 

※注 純営業収益＝営業収益－金融費用 

 

(2) 有価証券引受・売買等の状況 

①  株券売買高の状況（単位：百万円） 

 令和 8年 3月期 令和 7年 3月期 令和 6年 3月期 

自 己 6,671 4,445 4,426 

委 託 118,324 83,862 89,752 

計 124,996 88,307 94,179 

 

② 有価証券引受・売出し及び募集・売出し又は私募の取扱高（単位：百万円） 

 引受高 売出高 募集取扱高 売出取扱高 私募取扱高 

 

令

和

８ 

株券 0 0 0 1 0 

国債証券 0 0 0 0 0 



 

 

 引受高 売出高 募集取扱高 売出取扱高 私募取扱高 

年

３

月

期 

地方債証券 0 0 0 0 0 

社債券 0 0 0 0 0 

受益証券 0 0 22,692 0 0 

 

令

和

７

年

３

月

期 

株券 0 0 0 8 0 

国債証券 0 0 0 0 0 

地方債証券 0 0 0 0 0 

社債券 0 0 0 0 0 

受益証券 0 0 17,266 0 0 

 

令

和

６

年

３

月

期 

株券 0 0 0 1 0 

国債証券 0 0 0 0 0 

地方債証券 0 0 0 0 0 

社債券 0 0 0 0 0 

受益証券 0 0 22,575 0 0 

 

(3) その他業務の状況 

 その他業務（法第三十五条第二項 各号に掲げる業務） 

  特記事項はありません。 

 

(4) 自己資本規制比率の状況 

                               （単位：％、百万円） 

 令和 8年 3月期 令和 7年 3月期 令和 6年 3月期 

自己資本規制比率（Ａ／Ｂ×100） 986.1% 873.2% 815.7% 

固定化されていない自己資本

（Ａ） 
1,985 1,833 1,781 

リスク相当額 

（Ｂ） 
201 210 218 

 市場リスク相当額 5 4 3 



 

 

取引先リスク相当額 49 60 79 

基礎的リスク相当額 146 144 135 

暗号資産等による控

除額 
0 0 0 

       

(5) 使用人及び外務員の総数 

 令和 8年 3月期 令和 7年 3月期 令和 6年 3月期 

使  用  人 39 人 40 人 40 人 

（うち外務員） 36 人 37 人 36 人 

 

Ⅲ 財産の状況 

 

(1) 経理の状況（単位：百万円） 

令和 8年 3月末日現在 貸借対照表 

科  目 今  期 前  期 科  目 今  期 前  期 

資産の部    負債の部    

流動資産    流動負債    

現金・預金 1,957 1,881 トレーディング商品 0 0 

預託金 2,080 1,300 約定見返勘定 0 0 

トレーディング商品 0 0 信用取引負債 1,776 2,382 

約定見返勘定 6 14 信用取引借入金 1,776 2,382 

信用取引資産 1,858 2,437 信用取引貸証券受入金 0 0 

信用取引貸付金 1,858 2,437 預り金 1,799 1,333 

信用取引借証券担保金 0 0 顧客からの預り金 1,448 1,206 

立替金 0 0 その他 351 127 

顧客への立替金 0 0 受入保証金 535 38 

その他の立替金 0 0 受取差金勘定 0 0 

募集等払込金 0 0 短期借入金 200 200 

短期差入保証金 670 328 未払金 26 5 

支払差金勘定 0 0 未払費用 19 15 

短期貸付金 0 0 未払法人税等 59 19 

前払金 0 0 賞与引当金 43 30 

前払費用 1 2 流動負債計 4,461 4,026 

未収入金 0 1 固定負債     

未収収益 23 33 繰延税金負債 6 4 

貸倒引当金 0 0 退職給付引当金 146 146 

流動資産計 6,598 5,998 その他 0 0 

     固定負債計 153 151 

     引当金     

固定資産   金融商品取引責任準備金 9 7 

有形固定資産 306 311 引当金計 9 7 

建物 42 48 負債合計 4,623 4,184 

器具備品 0 0 純資産の部     



 

 

土地 263 263 株主資本 2,424 2,267 

無形固定資産 3 3 資本金 112 112 

投資等 153 144 資本剰余金 41 41 

投資有価証券 44 35 資本準備金 41 41 

長期差入保証金 8 8 利益剰余金 2,271 2,113 

長期前払費用 6 10 利益準備金 23 23 

その他 93 89 その他利益剰余金 2,247 2,090 

固定資産計 463 459 別途積立金 1,046 1,046 

   繰越利益剰余金 1,201 1,044 

繰延資産 0 0 評価・換算差額等 14 6 

    純資産合計 2,438 2,273 

資 産 合 計 7,062 6,458 負債 ・ 純資産 合 計 7,062 6,458 

 

令和 7年 4月 1日から令和 8年 3月 31日まで 損益計算書 

科目 当期金額 前期金額 

営業収益    

 受入手数料 868 707 

 トレーディング損益 65 46 

 金融収益 61 57 

営業収益計 995 811 

金融費用 37 35 

純営業収益 958 775 

販売費・一般管理費 701 669 

営業損益 257 105 

営業外損益 2 2 

経常損益 259 107 

特別利益 0 5 

特別損失 3 4 

特別損益 △3 1 

税引前当期純損益 255 109 

法人税等 85 50 

当期純損益 170 58 

※注  純営業収益＝営業収益－金融費用 

（ 計算書類の注記事項は、別紙のとおり ） 



 

 

(2) 株主資本等変動計算書（単位：千円） 

 

令和 8年 3月期 株主資本等変動計算書 令和 8年 6月 26日総会承認 
 

株主資本 評価・換算差額等 新株

引受

権 

新株予 

約権 

純資産 

合計 
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己

株式 

株主資 

本合計 

その他 

有価証 

券評価 

差額金 

繰延

ヘ 

ッジ

損 

益 

土地再 

評価差 

額金 

評価・ 

換算差 

額等合 

計 

資本準 

備金 
その

他 

資本

剰 

余金 

資本剰 

余金合 

計 

利益準 

備金 

その他利益剰余 

金 

利益剰 

余金合 

計 
別途積 

立金 

繰越利 

益剰余 

金 

当期首残高 112,112 41,002   41,002 23,120 1,046,000 1,044,836 2,113,956   2,267,070 6,721     6,721     2,273,792 

当期変動額                                   

新株の発行                                   

剰余金の配当             △13,298 △13,298   △13,298             △13,298 

当期純利益             170,345 170,345   170,345             170,345 

自己株式の処分                                   

・・・・・・・                                   

株主資本以外の項

目 

の当期変動額（純

額） 

          7,511   7,511   7,511 

当期変動額合計             157,047  157,047   157,047  7,511     7,511     164,559 

当期末残高 112,112 41,002   41,002 23,120 1,046,000 1,201,883 2,271,003   2,424,118 14,233     14,233     2,438,351 

 

 

 

 



 

 

令和 7年 3月期 株主資本等変動計算書 令和 7年 6月 27日総会承認 
 

株主資本 評価・換算差額等 新株

引受

権 

新株予 

約権 

純資産 

合計 
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己

株式 

株主資 

本合計 

その他 

有価証 

券評価 

差額金 

繰延

ヘ 

ッジ

損 

益 

土地再 

評価差 

額金 

評価・ 

換算差 

額等合 

計 

資本準 

備金 
その

他 

資本

剰 

余金 

資本剰 

余金合 

計 

利益準 

備金 

その他利益剰余 

金 

利益剰 

余金合 

計 
別途積 

立金 

繰越利 

益剰余 

金 

当期首残高 112,112 41,002  41,002 23,120 1,046,000 999,650 2,068,770  2,221,884 7,009   7,009   2,228,893 

当期変動額                  

新株の発行                  

剰余金の配当       △13,298 △13,298  △13,298       △13,298 

当期純利益       58,483 58,483  58,483       58,483 

自己株式の処分                  

・・・・・・・                  

株主資本以外の項

目 

の当期変動額（純

額） 

          △287   △287   △287 

当期変動額合計       45,185 45,185  45,185 △287   △287   44,898 

当期末残高 112,112 41,002  41,002 23,120 1,046,000 1,044,836 2,113,956  2,267,070 6,721   6,721   2,273,792 

 

 



 

 

(3) 借入金の主な借入先及び借入金額（単位：百万円） 

令和 8年 3月期                         

借 入 先 金 額 

広島銀行 50 

三井住友銀行 100 

播州信用金庫 50 

 

令和 7年 3月期                         

借 入 先 金 額 

広島銀行 50 

三井住友銀行 100 

播州信用金庫 50 

 

(4) 保有有価証券の状況（単位：千円） 

 

 

令和 8年 3月期 令和 7年 3月期 

貸借対照表

計上額 
時価 評価損益 

貸借対照表

計上額 
時価 評価損益 

1. 流動資産 

株 式 

債 券 

その他 

      

2. 固定資産 

株 式 

債 券 

その他 

 

44,469 

0 

0 

 

44,469 

0 

0 

 

18,963 

0 

0 

 

35,194 

0 

0 

 

35,194 

0 

0 

 

5,068 

0 

0 

※ トレーディング商品に属するものとして経理された有価証券を除く。 

(5) 先物取引・オプション取引の状況 

株式、債券ともに取引残高はありません。 

 

(6) 有価証券店頭デリバティブ取引の状況（単位：百万円） 

該当残高はありません。 

 

(7) 財務諸表に関する監査法人等による監査の有無 

当社は会社法上、大会社でない非公開会社となっております。 

監査役より、「貸借対照表、損益計算書及び損失処理案は、正確かつ法令及び定款に適合し

ており、重大な指摘事項はない。」との報告を受けております。 



 

 

Ⅳ 管理の状況 

１．内部管理の状況の概要 

内部管理統括責任者    管理部長 松井 茂 

営業単位毎に、営業管理責任者及び内部管理責任者を配置しております。 

 

（1） 顧客からの相談及び苦情に対する具体的な取扱方法 

管理部及び営業単位毎の管理責任者が担当します。 

・ 各職員は、相談及び苦情を受けた場合は、遅滞なくその概要を各管理責任者に報告し

なければならない。 

・ 各管理責任者は、速やかな対応・回答に努め適切な処置を講じなければならない。 

・ 各管理責任者は、相談及び苦情の受付、処理状況、対策等について適宜、管理部に報

告するものとする。 

・ 相談及び苦情に関する記録は、各管理責任者及び管理部が保管、管理するものとする。 

 

（2） 内部監査体制 

当社は、業務全般において、法令に違反する事態及び事故を未然に防止すること、

又社会的信頼を確保するとともに経営効率を図ることを目的とし、内部監査を行うこ

ととしております。 

・ 監査責任者は、監査室長とする。 

・ 定期監査は定期的に行い、特別監査は社長若しくは監査室長が特に必要と認めたとき、

随時臨時的に行う。 

 

２．分別保管の状況 

(1) 顧客分別金（単位：百万円） 

項   目 令和 8年 3月期 令和 7年 3月期 

直近差替計算基準日の顧客

分別金必要額 
2,075 1,262 

顧客分別金信託額 2,080 1,300 

期末日現在の顧客分別金必

要額 
1,879 1,229 

 

(2) 有価証券の分別保管 

① 保護預り有価証券 

有価証券の種類 
令和 8年 3月期 令和 7年 3月期 

国 内 証 券 外 国 証 券 国 内 証 券 外 国 証 券 

株券 株数 36,176 千株 409 千株 29,374 千株 654 千株 

債券 額面金額 2 百万円 25 百万円 2 百万円 59 百万円 



 

 

有価証券の種類 
令和 8年 3月期 令和 7年 3月期 

国 内 証 券 外 国 証 券 国 内 証 券 外 国 証 券 

受益証券 口数 12,663 百万口 0 百万口 13,097 百万口 0 百万口 

その他 額面金額                                  

 

② 受入代用有価証券 

有価証券の種類 
令和 8年 3月期 令和 7年 3月期 

数   量 数   量 

株券 株数 3,011 千株 2,479 千株 

債券 額面金額 百万円 百万円 

受益証券 口数 164 百万口 185 百万口 

その他 額面金額                            

 

③ 保管の状況 

自社金庫、保管委託先、受託銀行及び取次母店等において、それぞれ顧客分(委託分)、自

己分を物理的保管形態、管理帳簿とも分別しております。 

 

Ⅴ 連結子会社等の状況 

現在、該当ありません。 

以 上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

「注記事項」（別紙様式第12号、経理の状況（記載要領）７関係） 

 

１．重要な会計方針 

 (1) 有価証券及びデリバティブ取引等の評価基準及び評価方法 

① トレーディング商品に属する有価証券（売買目的有価証券）等の評価基準及び評価方法 

トレーディング商品に属する有価証券及びデリバティブ取引等については、時価法（取得

原価は移動平均法により算定）を採用しております｡ 

② トレーディング商品に属さない有価証券、その他の商品の評価基準及び評価方法 

トレーディング関連以外の有価証券等については以下の評価基準及び評価方法を採用して

おります。 

(ｱ) 満期保有目的債券 

償却原価法（定額法）によっております｡ 

(ｲ) 子会社及び関連会社株式 

移動平均法による原価法によっております｡ 

(ｳ) その他有価証券 

・時価のあるもの 

時価をもって貸借対照表価額とし、取得原価（移動平均法による原価）ないし償却原

価との評価差額については全部資本直入する方法によっております。決算日の市場価

格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）を採用しております｡ 

・時価のないもの 

移動平均法による原価法によっております｡ 

 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

定率法を採用しております。 

ただし、平成 10 年 4 月 1 日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）ならびに平成

28年4月1日以降に取得した建物付属設備および構築物については定額法を採用しており

ます。 

② 無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5 年）に基づ

く定額法を採用しております。 

 

(3) 引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 



 

貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

②  賞与引当金 

従業員及び役員に対する賞与の支払いを充てるため、所定の計算方法により算出した支払

見込額の当期負担分を計上しております。 

③  退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき計上しております。 

 

(4) 外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

    外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準外貨建金銭債権及び債務は、期末日の規

定の為替レートにより円貨に換算しており、換算差額は損益として処理しております。 

 

２．会計方針の変更等 

 変更なし 

 

３．貸借対照表に関する注記 

 (1) 担保に供されている有価証券その他の資産及び担保として預託を受けている有価証券その他

の資産の時価 

① 担保資産                                  （単位：千円） 

被担保債務 担保に供している資産 

科目 期末残高 
預金・預託

金 

商品有価証

券等 

その他の流

動資産 

有形固定資

産 

投資有価証

券 

その他の固

定資産 
計 

短期借入金 200,000       279,713     279,713 

金融機関

借入金 
(200,000)       (279,713)     (279,713) 

証券金融

会社借入

金 

（   ）               

信用取引借

入金 
1,776,051               

1年以内返済

長期借入金 
                

・・・・・                 

計 1,976,051       279,713     279,713 

 

 

 



 

 

③  有価証券等を差し入れた場合等の時価額                （単位：千円） 

① 信用取引貸証券  

② 信用取引借入金の本担保証券 1,776,051 

③ 消費貸借契約により貸し付けた有価証券  

④ 現先取引で売却した有価証券  

⑤ 差入証拠金代用有価証券(顧客の直接預託にかかるものを除く｡)  

⑥ 差入保証金代用有価証券  

⑦ 長期差入保証金代用有価証券  

⑧ その他担保として差し入れた有価証券  

⑨ 顧客分別金信託として信託した有価証券  

 

④  有価証券等の差入れを受けた場合等の時価額              （単位：千円） 

① 信用取引貸付金の本担保証券 1,858,118 

② 信用取引借証券   

③ 消費貸借契約により借り入れた有価証券   

④ 現先取引で買い付けた有価証券   

⑤ 受入証拠金代用有価証券(再担保に供する旨の同意を得たものに限る｡) 96,874 

⑥ 受入保証金代用有価証券(再担保に供する旨の同意を得たものに限る｡) 1,963,548 

⑦ その他担保として受入れた有価証券で、自由処分権の付されたもの  

 

(2) 偶発債務の内容及び金額                    （該当事項なし） 

(3) 関係会社に対する資産及び負債の内容及び金額          （該当事項なし） 

(4) その他貸借対照表により会社の財産の状態を正確に判断するために必要な事項 

（該当事項なし） 

 

４．損益計算書に関する注記 

(1) 受入手数料の内訳                         （単位：千円） 

区       分  備      考 

委  託  手  数  料 750,266  

  （株        券） 741,968 

［うち  先      物］   

（債        券）   



 

区       分  備      考 

［うち  先      物］   

［うち 新株予約権付社債］   

（受  益  証   券） 8,297 

（そ   の    他）  

引受け・売出し・特定投資家向

け売付け勧誘等の手数料 
 

 

 （株            券）  

（債            券）  

［うち  国       債］  

［うち  普 通 社 債］  

［うち  新株予約権付社債］  

［うち  外   国   債］  

（受   益   証   券）  

（そ    の    他）  

募集・売出し・特定投資家向け

売付け勧誘等の取扱手数料 
63,020 

 

 （株            券） 65 

（債            券）   

（受   益    証   券）  62,955 

（そ      の      他）  

その他の受入手数料 54,933 

 

 （株            券） 1,570 

（債            券）   

（受   益    証   券）  53,363 

（そ      の      他）  

受 入 手 数 料 計 868,220  

 （株            券） 743,604 

（債            券）   

（受   益    証   券）  124,616 



 

区       分  備      考 

（そ      の      他）  

 

(2) トレーディング損益の内訳                     （単位：千円） 

区  分 実現損益 評価損益 計 

株券等トレーディング損益 65,964  65,964 

 (商品有価証券等) 65,964  65,964 

(デリバティブ取引)    

債券等トレーディング損益 25  25 

 (商品有価証券等) 25  25 

 (デリバティブ取引)    

その他のトレーディング損益    

トレーディング損益計 65,990   65,990 

 

 (3) 金融収益及び金融費用の内訳                    （単位：千円） 

金  融  収  益 備     考 

信用取引収益 46,483 

 

現先取引収益   

有価証券貸借取引収益   

受取配当金 10,720 

受取債券利子   

収益分配金   

受取利息 190 

その他の金融収益 4,300 

合   計 61,693 

金  融  費  用 備     考 

信用取引費用 34,766 

 

現先取引費用   

有価証券貸借取引費用   



 

支払債券利子   

支払利息 2,376 

その他の金融費用   

合   計 37,142 

 

(4) 販売費・一般管理費の内訳                     （単位：千円） 

区      分  備      考 

取引関係費 111,748  

人件費 402,527  

不動産関係費 60,864  

事務費 89,421 
 

減価償却費 10,569  

租税公課 11,752  

貸倒引当金繰入れ    

その他 14,528 

 

合       計 701,413  

 

(5) その他損益計算書により会社の損益の状態を正確に判断するために必要な事項 

（該当事項なし） 

 

５．有価証券及びデリバティブ取引に関する注記 

(1) トレーディングに係るもの 

① トレーディングの目的及び範囲 

当社は取引所等有価証券市場における相場、金利、通貨の価格その他の指標に係る短期

的な変動、市場間の格差を利用して利益を得ること及びこれら取引により生じる損失を減

少させることをトレーディングの目的としており、その範囲は有価証券の売買、有価証券

指数等先物取引、有価証券オプション取引等の取引であります。 

 

② 商品有価証券等（売買目的有価証券）               （該当事項なし） 

 

③ デリバティブ取引                        （該当事項なし） 

 

 (2) トレーディングに係るもの以外 



 

① 満期保有目的債券                       （該当事項なし） 

② 子会社株式及び関連会社株式（売買目的有価証券に該当する株式を除く。）（該当事項なし） 

 

③ その他有価証券で時価のあるもの                  （単位：千円） 

 種   類 取得原価 貸借対照表計上額 差  額 

貸借対照

表計上額

が取得原

価を超え

るもの 

(1)株式 15,031 36,143 21,112 

(2)債券       

① 国債・地方債等       

② 社債       

③ その他       

(3)その他       

小  計 15,031 36,143 21,112 

貸借対照

表計上額

が取得原

価を超え

ないもの 

(1)株式    

(2)債券       

① 国債・地方債等       

② 社債       

③ その他       

(3)その他       

小  計    

合     計 15,031 36,143 21,112 

 

④ 当期中に売却した満期保有目的の債券               （該当事項なし） 

 

⑤ 当期中に売却したその他有価証券                 （該当事項なし） 

 

⑥ 時価評価されていない主な有価証券の内容等            （単位：千円） 

 貸借対照表計上額 摘    要 

(1)満期保有目的債券   

非上場外国債券   

(2)子会社株式及び関連会社株式   

(3)その他有価証券 8,325  

非上場株式  8,325  



 

 

⑦ 保有目的を変更した有価証券                （該当事項なし） 

 

⑧ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額  

（該当事項なし）                              

６．一株当たり当期純利益     1,024.79円 


